
環境に配慮した「大豆油インキ」を使用しています。

古紙100％再生紙

セキオリジナル再生紙を使用しています。



株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。平素は格別のご支援とご愛顧を賜り

厚く御礼申しあげます。

ここに、第５１期（平成１１年４月１日から平成１２年

３月３１日まで）の営業の概況と決算につきまして、

ご報告申しあげます。

平成１２年６月
取締役社長 関 啓 三

顧客志向・時代対応・人間尊重

セキは
情報クリエイティブ企業として
21世紀の情報発信を

サポートしてまいります。

株主の皆様へ

経営方針

１ 営業の経過及び成果

当期におけるわが国の経済は、政府による経済対策及び金

融システムの安定化対策の効果が徐々に浸透して、企業収益

の面で持ち直しの兆しが見られましたが、個人消費や設備投

資などの回復は鈍く、依然として厳しい状況で推移しました。

当社の属する、印刷、紙卸業界におきましても、このよう

な厳しい経済情勢の影響を受けて、需要が低迷し、価格下落

を伴う受注競争が展開されました。

こうした情勢のもと、当社は、新規顧客の開拓に努めると

ともに、積極的な企画提案営業により受注創造を図りまし

た。また、経営全般にわたる徹底した効率化、合理化を推進

して業績の確保に努めました。その結果、当期の業績は、売

上高は１０４億６千万円（対前期比０．５％増）、経常利益は８億

１百万円（対前期比１６．７％増）、当期利益は３億８千３百万

円（対前期比４８．１％増）となり、３期ぶりに増収増益を達成

することができました。

平成１２年３月には、変化の激しい時代に迅速に対応しつ

つ、さらなる業容の拡大を目指して日本証券業協会に株式を

店頭登録いたしました。

平成１１年１２月には、伊予工場において品質保証の国際規格

「ISO９００２」の認証を取得いたしました。

なお、「コンピュータ西暦２０００年問題」につきましては、

平成１２年１月１日に社内コンピュータへの影響を検証した結

果、異常は認められず、年頭より正常に業務を開始いたしま

した。当社といたしましては、「コンピュータ西暦２０００年問

題」の危険性が完全に解消されるまで、今後も全社をあげた

危機管理体制を継続してまいります。

２ 部門別の概況

（１）出版印刷物部門
（売上高 １１億２千２百万円 対前期比 ４．８％増）
子会社の株式会社エス・ピー・シーと協力し、平成１１

年５月に開通した「瀬戸内しまなみ海道」をテーマとし

た観光ガイドブックの刊行や、「四国旅マガジンGajA」

の創刊、周年時期と重なった学校関係の名簿類の伸びな

どにより、出版印刷物の売上高は前期を上回る結果とな

りました。

（２）商業印刷物部門
（売上高 ４９億３千５百万円 対前期比 ５．５％減）
企業の販促物の需要が依然として低調な状況で、企画

営業の概況



提案営業を行い、受注拡大に努めましたが、企業の広告

宣伝費の削減、価格競争の激化による受注単価の下落な

どの影響、また、祝日法改正の動きでカレンダー生産の

年初よりの加工がストップしたことから、売上高は前期

を下回る結果となりました。

（３）紙器加工品部門
（売上高 １８億５千３百万円 対前期比 １．７％減）
個人消費の低迷と簡易包装化の進展により、繊維・食

品関係向け包装資材の売上が落ち込み、売上高は前期を

下回る結果となりました。

（４）洋紙・板紙販売部門
（売上高 ２３億９千６百万円 対前期比 １０．２％増）
オフィス内における印刷需要の増加に対応して、普通

紙複写機用紙（PPC用紙）の拡販に努めた成果があがり、

また、積極的な営業展開により新規顧客の開拓にも成功

したことから、売上高は前期を大幅に上回る結果となり

ました。

（５）その他部門
（売上高 １億４千万円 対前期比 ２１３．７％増）
前期途中より取扱を始めたオフィス関連用品等の販売

が中心であるその他の部門については、拡販に努めると

ともに、年間を通しての販売となったことから、前期を

上回る売上高をあげることができました。

（６）美術館部門
（美術館収入 １千２百万円 対前期比 １０１．６％増）
今期は、特別企画展を春と秋の２回開催したほか、「瀬

戸内しまなみ海道」の開通に合わせ観光客へのＰＲに努

めた結果、年間１９，０００名余りの方々にご来館いただき、

前期を上回る売上高をあげることができました。

《部門別売上高》 （単位：百万円）

品 目 金 額 構 成 比 対前期比（増減）

製

品

出 版 印 刷 物 １，１２２ １０．７％ ４．８％

商 業 印 刷 物 ４，９３５ ４７．２％ △５．５％

紙 器 加 工 品 １，８５３ １７．７％ △１．７％

小 計 ７，９１２ ７５．６％ △３．３％

商

品

洋 紙 ・ 板 紙 ２，３９６ ２２．９％ １０．２％

そ の 他 １４０ １．４％ ２１３．７％

小 計 ２，５３６ ２４．３％ １４．３％

美 術 館 収 入 １２ ０．１％ １０１．６％

合 計 １０，４６０ １００．０％ ０．５％

複数メディア��
による情報提供

情報端末への��
コンテンツサービス��

インターネット
・ホームページ

印刷物

POD
（プリントオンデマンド）��

��

携帯情報端末

DOD
（デジタルオンデマンド）��

��

CD-ROM

DVD
（デジタル多用途ディスク）��

電子ブック��

情報の��
オンライン展開

専門書籍など��
少部数の印刷・出版

デジタル映像出版 著作権ビジネス��

デジタル��
情報

メディア��メディア��

３ 設備投資及び資金調達の状況

当期の設備投資の総額は５億８千５百万円であります。そ

の主なものは、両面兼用８色印刷機、中綴製本機等でありま

す。これらの設備資金は、全額自己資金により充当いたしま

した。

また、平成１２年２月２９日払込の一般公募による増資資金

７億５千２百万円につきましては、来期に着工予定である本

社工場の建替・設備の更新等に充当する予定であります。

４ 会社が対処すべき課題

今後の経済情勢につきましては、雇用環境は依然として厳

しく、個人消費も伸び悩みが予測されることから、景気回復

には今しばらく時間を要するものと思われます。

印刷、紙卸業界におきましても、このような影響を受け、

需要回復の足取りは重く、価格下落を伴う受注競争は続くも

のと思われます。

このような状況の中、当社は情報加工分野におけるコー

ディネーター、プランナーとしての優位性、設備やテクノロ

ジーの先進性を高めながら、競争力を維持強化していくこと

に重点を置いてまいりたいと存じます。さらに、今後は、メ

ディアミックスを追求した事業の全国展開を総合戦略として

捉えることにより、情報発信のあらゆる領域を広げ、例えば、

紙媒体だけではなくインターネット・ホームページ、CD－

ROM、電子カタログなどの分野でも積極的に受託・制作を進

め、シェア拡大を目指したいと存じます。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜

りますようお願い申し上げます。
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式を１株につき２株の割合で分割しております。
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業績の推移

１９９６／３

《年度データ》

売 上 高 （千円） １１，０５７，２８９

売 上 総 利 益 （千円） ２，２８７，７９２

経 常 利 益 （千円） ６５３，１４６

当 期 利 益 （千円） ２１４，８０９

《期末データ》

総 資 産 （千円） １０，１２５，５６７

株 主 資 本 （千円） ６，７６２，６７０

発 行 済 株 式 総 数 （株） １，７０４，０００

《１株当たり指標》

１株当たり当期利益 （円） １５５．９１

１株当たり株主資本 （円） ３，９６８．７０

１株当たり年間配当金 （円） ８

（注）１９９８年３月３１日付をもって１９９８年３月３１日現在の株主名簿に記載された株主の所有株



《損益計算書》（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

《利益処分》（平成１２年６月２８日）

（単位：千円）

（単位：円）

科 目 金 額

当期未処分利益
任意積立金取崩額
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

計

５９１，３４２，１６５
４９，４９６，８０４
３５，５０３，３３６

１３，９９３，４６８

６４０，８３８，９６９

これを次のとおり処分する。

利 益 処 分 額
株 主 配 当 金

（普 通 配 当 １株につき ９円）

（株式店頭公開記念配当 １株につき ３円）

取 締 役 賞 与 金

利 益 準 備 金

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

次期繰越利益

５９３，８０８，７０４
５４，０９６，０００

（４０，５７２，０００）

（１３，５２４，０００）

２１，０００，０００

８，０００，０００

３０，７１２，７０４

４８０，０００，０００

４７，０３０，２６５

科 目 金 額

経

常

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

８，０８６，３６８

１，６６４，２７７

１０，４６０，９７１

９，７５０，６４５

営 業 利 益 ７１０，３２５

営
業
外
損
益
の
部

営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息

新 株 発 行 費

株 式 公 開 費 用

雑 損 失

１６，７８２

１０７，１４５

１，７３５

２，８８６

２６，４９１

１，６６６

１２３，９２８

３２，７７９

経 常 利 益 ８０１，４７５

特
別
損
益
の
部

特 別 利 益
退 職 給 与 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失
過年度退職給与引当金繰入額

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

有 価 証 券 強 制 評 価 減

１３，７４９

５，７２５

７１４

４７，０６１

５４

１２，８９９

４１，１９４

２０，１９０

１０１，２１０

税 引 前 当 期 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額

税効果会計適用に伴う固定資産圧縮積立金取崩額

当 期 未 処 分 利 益

７２０，４５５
３７３，３７８

△３６，０７５

３８３，１５２
４４，１７４

△２１４，９０２

９３，６１２

２８５，３０５

５９１，３４２

（注）特別償却準備金積立額及び取崩額並びに固定資産圧縮積立金取崩額は租税
特別措置法の規定に基づくものです。

《貸借対照表》（平成１２年３月３１日現在）

財務状況

（単位：千円）

資 産 の 部 負債及び資本の部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

製 品

原 材 料

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無形固定資産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

出 資 金

子 会 社 出 資 金

保 険 積 立 金

会 員 権

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

６，７８２，６４７

１，５９３，７５３

１，１４６，８０８

１，７１０，７９５

１，８１０，５９７

２００，７０４

５６，８０４

４５，４０３

１８７，７７１

３２，９１５

１７，９８７

△２０，８９５

５，８２２，５８８

４，６３５，０２４

８３３，０１５

１３，５９９

１，６７０，２７５

１３，６７２

９３７，１８９

１，１６７，２７２

２９，１３３

１，１５８，４２９

４８０，８３９

２６，８００

２００，４８４

３，０００

２２８，９２９

２００，６９８

９６，１５０

△７８，４７２

（負債の部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

その他流動負債

固 定 負 債

退職給与引当金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

その他固定負債

負 債 合 計

（資本の部）

資 本 金

法定準備金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

特別償却準備金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

（うち当期利益）

資 本 合 計

２，８１０，００８

９１０，１５７

９１７，８８２

１３０，０００

５３，４３９

１８５，０６５

２８，９８９

１０７，２６０

４２０，７６２

５６，４５２

５１８，４９７

５８，６１４

２３８，０２１

２１１，７４１

１０，１２０

３，３２８，５０５

１，２０１，７００

１，５６４，８００

１，３３３，５００

２３１，３００

６，５１０，２２９

１３０，６６２

３９８，２２４

５，３９０，０００

５９１，３４２

（３８３，１５２）

９，２７６，７２９

資 産 合 計 １２，６０５，２３５ 負債及び資本合計 １２，６０５，２３５



《注記事項》

（重要な会計方針）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券 移動平均法による低価法（洗替え方式）
その他の有価証券 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 総平均法による原価法
製 品 個別法による原価法
仕 掛 品 個別法による原価法
原 材 料
板 紙 総平均法による原価法
その他 最終仕入原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 法人税法の規定に基づく定率法
ただし、平成１０年度の税制改正に伴い、平成１０年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、法人税
法の規定に基づく定額法を採用しております。
無形固定資産 ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法

（追加情報）
前期まで「投資等」に計上していたソフトウェア（自社利用分）

につきましては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関
する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第１２
号 平成１１年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の
会計処理方法を継続して適用しております。ただし、同報告によ
り上記に係るソフトウェアの表示につきましては、当期より投資
等の「その他投資」から「無形固定資産」に変更し、減価償却の
方法につきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

４．繰延資産の処理方法
新株発行費 支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準
貸倒引当金
貸倒引当金は法人税法の規定に基づく実績繰入率による繰入

限度額のほか、個別の債権についても回収可能性を検討し、回
収不能見積額を計上しております。
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。
退職給与引当金
従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己都合退職金要

支給額（適格退職年金及び厚生年金基金による補 額を除く。）
の１００％相当額を計上しております。
なお、厚生年金基金は、平成１２年２月２８日で解散しておりま

すが、個人別の返戻金の算定が終了しておりませんので、平成
１２年２月２８日現在の補 額をもって計算しております。
（会計処理の変更）
退職給与引当金は、従来、期末自己都合退職金要支給額（適

格退職年金及び厚生年金基金による補 額を除く。）の４０％相当
額を計上しておりましたが、当期から期末自己都合退職金要支
給額（適格退職年金及び厚生年金基金による補 額を除く。）の
１００％相当額を計上する方法に変更しました。

この変更に伴い、当期発生分については、期末要支給額にし
める退職年金の割合が増加し、相対的に期末自己都合退職金要
支給額が減少したため、「退職給与引当金戻入益」が、１１，８９２千
円増加しております。また、過年度費用相当額４７，０６１千円につ
いては、特別損失の「過年度退職給与引当金繰入額」に計上し
ております。
この結果、営業利益及び経常利益には影響がなく、税引前当

期利益が３５，１６８千円減少しております。
役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支

給額を計上しております。

６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理の方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
「営業収入」は、当期より「売上高」に含めて表示しております。
「出資金」は、前期まで「その他投資」に含めて記載しておりましたが、
当期より区分掲記しております。

（追加情報）
財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用しておりま

す。これに伴い、税効果会計を適用しない場合と比較し、「繰延税金資産」
３２，９１５千円（流動資産 ３２，９１５千円）及び「繰延税金負債」２１１，７４１千円
（固定負債 ２１１，７４１千円）が新たに計上されるとともに、当期利益は
３６，０７５千円、当期未処分利益は２００，０９１千円多く計上されております。

（貸借対照表関係）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 ４，１６９，５４２千円

３．子会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 １２２，９６８千円
短期金銭債務 １７，１６２千円

４．担保に供している資産
預 金 ５００千円

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、印刷用機器の一部について
は、リース契約により使用しております。

６．役員退職慰労引当金は、商法第２８７条ノ２の引当金であります。

７．１株当たり当期利益 ９４円６０銭

（損益計算書関係）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．子会社との取引高
営業収益 ５７２，２４６千円
営業費用 １１４，０２１千円
営業取引以外の取引高 ３０，７９０千円



（平成１２年３月３１日現在）

《所有者別分布状況》

《所有株数別分布状況》

株式の状況

区 分 株主数 （比率） 所有株式数 （比率）

１～４，９９９株 ４９３名 （８７．１０％） ６５５，８００株 （１４．５５％）

５，０００～９，９９９株 ２８ （４．９５ ） １５５，０００ （３．４４ ）

１０，０００～４９，９９９株 ３０ （５．３０ ） ６３３，８００ （１４．０６ ）

５０，０００～９９，９９９株 ５ （０．８８ ） ３６７，８００ （８．１６ ）

１００，０００株以上 １０ （１．７７ ） ２，６９５，６００ （５９．７９ ）

合 計 ５６６ （１００．００ ） ４，５０８，０００ （１００．００ ）

区 分 株主数 （比率） 所有株式数 （比率）

個 人 そ の 他 ４９５名 （８７．４５％） ３，１８２，８００株 （７０．６０％）

そ の 他 法 人 ６１ （１０．７８ ） ８６２，２００ （１９．１３ ）

金 融 機 関 １０ （１．７７ ） ４６３，０００ （１０．２７ ）

合 計 ５６６ （１００．００ ） ４，５０８，０００ （１００．００ ）

株 主 名 持 株 数 持株比率

関 宏 成

関 啓 三

有限会社宏栄興産

株式会社伊予銀行

セキ従業員持株会

財団法人関奉仕財団

関 宏 康

森 松 三 子

谷 口 定 子

株式会社愛媛銀行

７７０，４００

５０３，２００

４２７，２００

２００，０００

１８３，６００

１４４，０００

１２３，４００

１１９，４００

１１９，４００

１００，０００

１７．０９

１１．１６

９．４８

４．４４

４．０７

３．１９

２．７４

２．６５

２．６５

２．２２

会社が発行する株式の総数 １６，０００，０００株

発行済株式総数 ４，５０８，０００株

（注）平成１２年２月２９日払込の一般公募による増資により、５００，０００株増

加しました。

株 主 総 数 ５６６名

大 株 主

（株） （％）

（平成１２年３月３１日現在）

商 号 セキ株式会社

本 社 〒７９０－８６８６ 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１

ホームページ http：／／www.seki.co.jp

e‐mail ir@mail.seki.co.jp

設 立 昭和２４年３月３１日

事業内容 印刷物及び紙製品の製造・販売

資 本 金 １，２０１，７００，０００円

従業員数 ３４０名

主要な営業所・工場
本社及び本社工場 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１ ０８９－９４５－０１１１

東 京 支 店 東京都港区赤坂９丁目６番２８号 ０３－３４７９－１１４１

名古屋営業所 愛知県名古屋市西区押切１丁目９番６号 ０５２－５３１－１３０１

高 松 営 業 所 香川県高松市番町３丁目３番１７号 ０８７－８３１－１７７７

高 知 営 業 所 高知県高知市神田９６９番地１ ０８８－８３２－０２７４

伊 予 工 場 愛媛県伊予市下三谷２９０番地１ ０８９－９４５－０１１１

セ キ 美 術 館 愛媛県松山市道後喜多町４番４２号 ０８９－９４６－５６７８

（平成１２年３月３１日現在）

※取締役会長 関 宏 成

※取締役社長 関 啓 三

専務取締役 和 気 寿 彦

専務取締役 土 居 尉 二

取締役相談役 関 宏 康

取 締 役 前 田 征 道

取 締 役 和泉元 文 雄

取 締 役 泉 利 幸

取 締 役 松 長 茂

監査役（常勤） 尾 首 充 俊

監 査 役 和 田 彪

監 査 役 宮 田 泰

監 査 役 宮 内 省 三

１．※印は代表取締役であります。
２．監査役のうち、宮田 泰及び宮内省三は株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。

会社の概要

役 員



今期は、特別企画展を春と秋の２回開催したほか、「瀬

戸内しまなみ海道」の開通に合わせ観光客へのＰＲに努め

た結果、年間１９，０００名余の方々にご来館いただきました。

当美術館の活動については、テレビ、新聞、雑誌で再三

取り上げられ、当社の地域活動姿勢とともに、イメージ向

上という宣伝効果がありました。また、地域活性化のため

にも役立ったものと考えております。

セキ美術館の活動

小磯良平特集
（平成１１年４月２８日～５月２３日）

中山忠彦展
（平成１１年１１月１１日～１２月５日）

JR西日本の
「松山・道後温泉ミステリーツアー」に協賛
（平成１１年７月１７日～９月３０日）

トピックス

平成１２年３月１日

日本証券業協会に株式を店頭登録いたしました

平成１１年１２月

伊予工場において品質保証の国際

規格「ISO9002」の認証を取得

いたしました

平成１１年８月

印刷品質管理装置を装着

したドイツ製菊全判両面

兼用８色印刷機を日本初

導入いたしました



《連結貸借対照表》（平成１２年３月３１日現在）

《連結キャッシュフロー計算書》
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

（単位：千円）

（単位：千円）

資 産 の 部 負債、少数株主持分及び資本の部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土 地

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

７，７４１，０６６

２，２３５，８４０

３，０５１，０９３

１，８８３，０５３

５４１，７５１

４３，２４１

１１，５０４

△２５，４１６

５，９３５，５５５

４，７１１，４５５

８５７，０６３

１，６８９，９３４

９９７，１８４

１，１６７，２７２

４９，６７３

１，１７４，４２６

４８９，７３９

６，７２２

７５７，３１５

△７９，３５２

（負債の部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

退職給与引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分

（資本の部）

資 本 金

資本準備金

連結剰余金

資 本 合 計

３，１５４，２２１

２，００５，１６７

１３０，０００

２１５，１１１

１４６，０７６

６５７，８６５

５２３，２８６

２１４，３９４

６０，７５０

２３８，０２１

１０，１２０

３，６７７，５０７

１３１，６５６

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，３３２，２５９

９，８６７，４５９

資 産 合 計 １３，６７６，６２２
負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 １３，６７６，６２２

科 目 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物期末残高

８７６，６９８

△１，０５３，０６２

６９９，６４３

－

５２３，２７８

２，４８５，７１７

３，００８，９９５

印刷・洋紙板紙・商品、製造販売

セキ㈱
㈱エス・ピー・シー コープ印刷㈱

印刷物販売
（農協関係）

関 興 産 ㈱

美術館運営・
通信機器販売

㈲こづつみ倶楽部

カタログ通信販売

地域出版・
広告代理・
情報配信事業

子会社の エス・ピー・シーでは、NTTドコモが携帯電話でサービスを行うｉモー
ドで、いち早く公式IPの指定を受けて、平成１１年６月より「タウン情報四国」という
サイトを立ち上げ、四国４県分のグルメ情報やレジャー情報を配信しております。端
末台数の普及で利用者も急増しています。また、同様にNTTドコモのポケベルなどに
おいても情報配信を行っています。当社グループでは、進化をつづける情報端末に対
応しながら、使いやすい形で情報配信サービスを行ってまいります。

当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成され、印

刷関連事業、洋紙・板紙販売関連事業、出版・広告代理関連

事業、カタログ販売関連事業、美術館関連事業を主な内容と

し、事業活動を展開しております。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高は１３４億４

千７百万円と前連結会計年度と比べ、２億５千６百万円（＋

１．９％）の増収となりました。また、利益につきましては、

営業利益が９億１千３百万円と前連結会計年度と比べ、８千

４百万円（＋１０．２％）の増益、経常利益が９億９千９百万円

と前連結会計年度と比べ、１億１千４百万円（＋１３．０％）の

増益、当期純利益が４億７千６百万円と前連結会計年度と比

べ、１億３千４百万円（＋３９．４％）の増益となりました。

連結決算のあらまし



《連結損益計算書》
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

《連結剰余金計算書》
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

（単位：千円）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

保 険 金 収 入

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

新 株 発 行 費

株 式 公 開 費 用

売 上 割 引

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

退 職 給 与 引 当 金 戻 入 額

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失

過年度退職給与引当金繰入額

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

有 価 証 券 強 制 評 価 減

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

１２，１０２

４，４１９

４９，３４６

１０，１０８

１２，３４２

３０，８４０

１，７３５

２，８８６

２６，４９１

１，６６６

６

１３，７４９

５，７２５

７１４

４７，７１１

５４

２１，０４４

４１，１９４

１３，４４７，８９９

１０，１２１，１１６

３，３２６，７８３

２，４１３，４０６

９１３，３７６

１１９，１６１

３２，７８５

９９９，７５１

２０，１９０

１１０，００４

９０９，９３７

４５４，２５２

△３７，０２３

１６，５５９

４７６，１４９

科 目 金 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

７，１２６，１０６

△２０８，１７６

３６，０７２

２５，７４８

６，９１７，９２９

６１，８２０

４７６，１４９

７，３３２，２５９

毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記載された
株主様に対して、次のような「セキ美術館」ご招待券並びに
自社製品を贈呈いたします。

１．「セキ美術館」ご招待券
対 象：３月末日及び９月末日の株主様
贈呈時期：３月末日現在の株主様 ６月下旬

：９月末日現在の株主様 １２月下旬

持株数 招待券枚数
１，０００株以上 ２枚
４，０００株以上 ４枚
６，０００株以上 ６枚
８，０００株以上 ８枚
１０，０００株以上 １０枚
＊ご招待券につきましては、常設展入館時のみ有効とさせていただ
きます。

２．自社オリジナルティッシュペーパー １ケース（２０箱）
対 象：３月末日の株主様
贈呈期間：７月上旬

３．自社カレンダー １部
対 象：９月末日の株主様
贈呈時期：１１月下旬

決 算 期 毎年３月３１日

定時株主総会 毎年６月

基 準 日 毎年３月３１日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定

めた日

株 主 確 定 日 利益配当金 毎年３月３１日

中間配当金 毎年９月３０日

公告掲載新聞 日本経済新聞

１単位の株式の数 １，０００株

証券銘柄コード ７８５７（登録銘柄）

名義書換代理人 住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０

住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 東京〈府中〉（０４２）３５１－２２１１

大阪〈千里〉（０６）６８３３－４７0０

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

株主ご優待制度

株主メモ
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